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はじめに 

 
 我が国の経済状況は、昨年秋以降、米国サブプライムローン問題に端を発した世界金融危機の影響

により急速に悪化の一途をたどっており、「１００年に一度」とされる経済危機への対応策として地方

公共団体と連携した数次に渡る経済対策を行ったが完全に危機を脱したわけではなく、依然として雇

用は厳しい状況にあります。 
 こうした中、９月には鳩山新政権が樹立、政権交代により平成２２年度予算編成は現行（７月１日

閣議決定）の概算要求基準（シーリング）を廃止するとともに、既存予算についてゼロベースで厳し

く見直し、要求段階から積極的な減額を実施することになりました。 
現下の地方財政は、三位一体の改革以降極めて厳しい状況にあることに加え、政権交代による

概算要求見直しで現行の歳入歳出予算、地方交付税制度などが大きく変動する可能性があり不透明な

状況にあります。また、急速な景気悪化に伴い税収の落ち込みによる歳入不足、増大する社会保障費

や地方分権の進展に伴う財政需要増加など地方財政を取り巻く環境は厳しさを増しております。 
本市の財政状況は、平成２０年度普通会計（一般会計、人材育成事業特別会計、土地区画整理事業特

別会計）において実質収支３億７千万円、単年度収支８千６百万円の黒字を計上したものの、財政調

整基金から２億３千万円を取り崩し、ようやく黒字を保っている状態にあります。また、経常収支比

率も９８．３％と依然として高い数値で推移しており、今後社会保障費である扶助費や地方債の元

利償還金である公債費などの義務的経費の歳出増、後期高齢者医療制度などの制度施行による新

たな財政需要の増加など、それに伴い本市財政状況はますます逼迫した状況になるものと予想さ

れます。 
このような中において、社会保障費や都市基盤整備、自然環境保全など多様化する市民ニーズ

に的確に対応した行政運営や地方分権社会に則した特色ある「まちづくり」が求められています。 
財政計画は、限られた財源枠で、総合計画・実施計画の実行性の確保と具体化のための指針と

して、また予算編成、行政執行にあたっての指針として第５次行政改革大綱・実施計画、集中改

革プランと整合性を図りながら健全な財政運営に資する目的に作成するものです。 
今回、平成２０年度決算をベースとして平成２１年度から５か年間の収支見通しを見直し、新

たな健全化策を策定しました。 
今後は、新たに見直した財政計画を基に逼迫する財政の早期健全化に向け、行財政改革に傾注

していきます。 
 
 
 

平成２１年１１月 
糸満市長 上 原 裕 常 
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Ⅰ．平成２１年度予算編成および中期的財政見通し 
１）平成２１年度当初予算への対応 
（１）予算編成方針における対応 
    平成２１年度予算編成方針は、第３次糸満市総合計画実施計画、行政改革大綱実施計画及び 

財政計画相互の整合性、連結性を基礎に中期的財政見通しを視野に入れ取り組むこととしてお 
り、厳しい財政状況の中で歳出削減に加え、新たな財源確保、人材の育成、民間活力の活用な 
どによる効率的・効果的対応を図りながら市民目線に立った行財政改革を推進するため次のと 
おり編成目標を設定しました。 
① 普通会計の一般財源は、前年度の１１０億円（当初予算額１８４億円）以下とする。 
② 歳入は自主財源の確保に全力で傾注し、歳出は経常的経費を前年度以下に抑制することで 
経常収支比率の縮小に努める。 
③ 公共事業に伴う新規起債発行額を８億円以下に目標設定するとともに、公債費適正化計画 
と整合性を図りながら普通建設事業費等の公共事業の圧縮に務める。 
④ 例年多額の繰越事業が発生していることから事務事業の適正執行を図り、繰越明許予算の 
解消に努める。 

    また、予算編成に当っては行政の果たすべき役割を十分に検討し、経営的視点を持った改革 
を推進するため全事業の見直し作業を同時に行うこととしました。 

 
表 1－1 平成２１年度一般会計当初予算における概要（歳入） 

( 千円）

平成２１年度 平成２０年度 増減額 C 増減率(%)

区　　分
当初予算　A

構成比
(%)

当初予算　B
構成比

(%)
A-B C/B×100

　地方税 4,277,800 23.3 4,273,951 23.3 3,849 0.1

　分担金・負担金 271,420 1.5 280,424 1.5 △9,004 △3.2

　使用料・手数料 220,552 1.2 236,266 1.3 △15,714 △6.7

　財産収入 35,089 0.2 408,750 2.2 △373,661 △91.4

　繰入金 505,008 2.8 989,535 5.4 △484,527 △49.0

　諸収入 556,675 3.0 236,358 1.3 320,317 135.5

　その他自主財源（※1） 3 0.0 3 0.0 0 0.0

小　計 5,866,547 32.0 6,425,287 35.0 △558,740 △8.7

　地方交付税 5,561,570 30.3 5,564,586 30.3 △3,016 △0.1

　（１）普通交付税 5,145,932 28.0 5,143,441 28.0 2,491 0.0

　（２）特別交付税 415,638 2.3 421,145 2.3 △5,507 △1.3

　国庫支出金（※2） 3,608,867 19.7 3,190,928 17.4 417,939 13.1

　県支出金 1,392,795 7.6 1,634,935 8.9 △242,140 △14.8

　地方債 1,187,800 6.5 781,600 4.3 406,200 52.0

　うち臨時財政対策債 609,600 3.3 445,800 2.4 163,800 36.7

　うち減税補てん債 0 0.0 0 0.0 0 -

　地方譲与税等（※3） 742,043 4.0 755,363 4.1 △13,320 △1.8

小　計 12,493,075 68.0 11,927,412 65.0 565,663 4.7

歳入合計 18,359,622 100.0 18,352,699 100.0 6,923 0.0

※1　その他の自主財源＝寄附金、繰越金

※2　国庫支出金には、交通安全対策特別交付金および国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。

※3　地方譲与税等には、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金

　　　 地方消費税交付金および地方特例交付金を含む。

自
主
財
源

依
存
財
源
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表 1－２ 平成２１年度一般会計当初予算における概要（歳出） 

( 千円）

平成２１年度 平成２０年度 増減額 C 増減率(%)

区　　分
当初予算　A

構成比
(%)

当初予算　B
構成比

(%)
A-B C/B×100

　人件費 3,415,754 18.6 3,694,971 20.1 △279,217 △7.6

　扶助費 4,974,384 27.1 4,805,947 26.2 168,437 3.5

　公債費 2,390,538 13.0 2,441,437 13.3 △50,899 △2.1

小　計 10,780,676 58.7 10,942,355 59.6 △161,679 △1.5
0

　普通建設事業 1,971,858 10.7 2,086,961 11.4 △115,103 △5.5

　（１）補助事業 1,416,437 7.7 1,533,103 8.4 △116,666 △7.6

　（２）単独事業 555,421 3.0 553,858 3.0 1,563 0.3

　災害復旧費 29,000 0.2 29,000 0.2 0 0.0

小　計 2,000,858 10.9 2,115,961 11.5 △115,103 △5.4
0

　物件費 1,614,553 8.8 1,722,811 9.4 △108,258 △6.3

　維持補修費 141,792 0.8 121,695 0.7 20,097 16.5

　補助費 1,671,152 9.1 1,630,010 8.9 41,142 2.5

　積立金 415,000 2.3 26,301 0.1 388,699 1,477.9

　繰出金 1,707,249 9.3 1,761,024 9.6 △53,775 △3.1

　その他（※1） 28,342 0.2 32,542 0.2 △4,200 △12.9

小　計 5,578,088 30 5,294,383 29 283,705 5.4

歳出合計 18,359,622 100.0 18,352,699 100.0 6,923 0.0

※1　その他＝投資および出資金、貸付金、予備費

そ
の
他
の
経
費

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

 
（２）平成２１年度当初予算の概要 
    平成２１年度当初における一般会計の予算規模は、歳入歳出それぞれ１８３億５,９６２万２ 

千円、対前年度０．０４％（６９２万３千円）増で概ね前年度と同額になっています。 
 歳入においては、固定資産税が土地の負担調整措置等により対前年度３．１％（６,６４６万 
９千円）、軽自動車税が課税台数増により９．５％（１,１７５万８千円）増となっていますが、 
市民税が景気後退の影響により対前年度３．０％（５,１０８万２千円）の減収となっており、 
地方税全体では０．１％（３８４万９千円）増で前年度とほぼ同額になっています。 
また、地方交付税が０．１％（３０１万６千円）の減で対前年度と概ね同額となったほか、真 
壁小学校校舎改築事業、具志川城跡保存修理事業に伴い国庫補助負担金が１３．２％（４億１, 
７９３万９千円）、臨時財政対策債（３６．７％ １億６,３８０万円）、退職手当債等（皆増 １ 
億５,５６０万円）の新発債の増により地方債が５２．０％（４億６２０万）それぞれ増額とな 
っています。 
一方、減額となった主なものとして、地方譲与税が対前年度７．８％（１,３２１万３千円）、 
自動車取得税交付金２８．３％（１,６２６万１千円）となったほか、ごみ処理手数料等の減収 
により使用料・手数料が６．７％（１,５７１万４千円）、経営構造対策事業、水産業近代化施 
設事業など県の補助事業完了により県支出金が１４．８％（２億４,２１４万千）の減額、また
市有地売却、株売却などの財産収入が９１．４％（３億７,３６６万１千円）、公共施設整備基
金等からの繰入金４９．０％（４億８,４５２万７千円）がそれぞれ減額となっています。 
 歳出については、その他経費が増額となったものの、義務的経費、投資的経費ともに減額に 
なっています。 
義務的経費が減となった主なものとしては、人件費が職員数の減員、期末手当の削減等により 
対前年度比８．２％（２億７,９２１万７千円）減、地方債償還である公債費が２．１％（５, 
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０８９万９千円）減が要因となっています。投資的経費については、法人保育所施設増改築事 
業や具志川城跡保存修理事業が増額になっていますが、農林水産関連、道路改築関連事業が大 
幅な減となったため、全体としては５．８％（１億１,５１０万３千円）の減額になっています。 
増額に転じたその他の経費については、物件費が６．７％（１億８２５万８千円）、特別会計等 
への繰出金が３．１％（５,３７７万５千円）の減額になっていますが、公共施設等の老朽化に 
伴う修繕費等の伸びにより維持補修費が１４．２％（２,００９万７千円）、地方債償還に備え 
るために積み立てる減債基金積立金が皆増（４億１,５００万円）の増額となったため、全体で 
は５．１％（２億８,３７０万５千円）の増になっています。 
 

２）中期的財政見通しによる分析 
（１）財政見通しの予測 
   ① 試算の留意事項 
     中期的財政見通しの将来値推計にあたり、実際の収支との開きを少なくするため平成２０ 

年度普通会計決算（一般会計に人材育成事業特別会計、土地区画整理事業特別会計を加えた 
もの）を基準値とし、平成２１年度から平成２５年度までの５か年間における収支見通しを 
試算しました。（表２） 

     なお、現在国において実施されている事業見直し等については現段階においてはその判断 
が困難であるため、現行の行財政制度化のもとで収支の試算を行っています。 

    また、繰越金や臨時的性格の収入については、算定から除外しており各年度の歳入にかかる 
実数値は若干低めとなります。 
歳出見通しの試算については、昨年まで試算基礎としていた実施計画内示額を今年度は各課 
からの要求額を試算基礎としました。これは、各課からの事業要求をすべて実施した場合の 
歳出額であり、実際の当初予算編成時の要求額に近い数値であることから当該数値を用いて 
います。 
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表２ 中期的歳入歳出の収支試算表 
（千円）

歳入（普通会計） 計　　画　　額 備　　　考

Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

　自主財源 5,866,547 4,987,334 5,030,244 4,999,817 5,068,216

　地方税 4,277,800 4,368,283 4,410,013 4,379,408 4,447,422 調停見込額を基礎として徴収率設定し推計

　分担金・負担金 271,420 218,620 218,520 218,698 219,083

　使用料・手数料 220,552 225,616 225,805 225,805 225,805 平成２０年度決算額を基準値として試算

　諸収入 556,675 140,812 140,812 140,812 140,812

　財産収入 35,089 33,998 35,089 35,089 35,089

　寄附金 2 2 2 2 2

　繰入金 505,008 2 2 2 2 年次的な歳入見込みを試算することが困難なため、皆無

　繰越金 1 1 1 1 1 として推計

　依存財源 12,493,075 15,442,622 16,541,829 14,077,511 13,918,834

　地方譲与税等 (※1) 684,814 682,307 678,561 674,839 671,139 平成２０年度決算額及びＨ２１年度予算額を基準に試算

　地方特例交付金 57,229 60,656 54,181 54,181 54,181 平成２０年度決算額及びＨ２１年度予算額を基準に試算

　地方交付税 5,561,570 5,740,995 5,794,375 5,745,226 5,591,608 平成２０年度決算額及びＨ２１年度予算額を基準に試算

　国庫支出金（交付金を含む） 3,608,867 4,481,540 4,856,279 3,833,281 3,839,889

　都道府県支出金 1,392,795 1,645,423 2,206,632 2,297,183 2,495,716 平成２０年度決算額を基準値として試算

　地方債 1,187,800 2,831,701 2,951,801 1,472,801 1,266,301

歳入合計　（Ａ） 18,359,622 20,429,956 21,572,073 19,077,328 18,987,050

歳出（普通会計） 計　　画　　額 備　　　考

Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 Ｈ24年度 Ｈ25年度

　義務的経費 10,780,676 10,949,085 10,884,768 11,083,392 11,261,570

　人件費 3,415,754 3,553,547 3,505,127 3,564,307 3,569,687

　扶助費 4,974,384 5,027,293 5,083,376 5,142,824 5,205,839 平成２０年度決算額を基準値として試算

　公債費 2,390,538 2,368,245 2,296,265 2,376,261 2,486,044

　投資的経費 2,000,858 5,182,509 6,205,432 3,596,576 3,452,658

　普通建設事業 1,971,858 5,153,509 6,176,432 3,567,576 3,423,658

　災害復旧事業 29,000 29,000 29,000 29,000 29,000 試算は困難なためＨ２１年度当初予算額と同額で試算

　その他の経費 5,578,088 5,770,204 5,741,929 5,670,468 5,675,724

　物件費 1,614,553 1,789,779 1,739,028 1,725,388 1,734,276 平成２０年度決算額を基準値として試算

　維持補修費 141,792 228,193 228,193 228,193 228,193

　補助費 1,671,152 1,409,479 1,419,910 1,312,089 1,308,457

　積立金 415,000 0 0 0 0 計画期間内は余剰金等は発生しないものとして試算。

　貸付金 7,501 16,140 16,140 16,140 16,140

　繰出金 1,707,249 2,153,173 2,165,218 2,165,218 2,165,218 平成２０年度決算額を基準値として試算

　投資及び出資金 841 3,440 3,440 3,440 3,440

20,000 170,000 170,000 220,000 220,000

歳出合計　（Ｂ） 18,359,622 21,901,798 22,832,129 20,350,436 20,389,952

歳入歳出差引合計（Ａ）-（Ｂ） 0 △1,471,842 △1,260,056 △1,273,108 △1,402,902

翌年度へ繰り越すべき財源 （Ｄ）

収支見込み（Ｃ）-（Ｄ） （Ｅ） 0 △1,471,842 △1,260,056 △1,273,108 △1,402,902

収支差残高 0 △1,471,842 △2,731,898 △4,005,006 △5,407,908

※1　地方譲与税等には、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、地方消費税交付金
　及び自動車取得税交付金を含む。

　予備費・社会保障費等対応費

 
   ② 歳入の見通し 
     自主財源の柱である市税は、平成２１年度の４２億７,７８０万円から平成２５年度までに 

１億６,９６２万２千円の増加が見込まれますが、分担金・負担金、使用料・手数料、財産収 
入等は概ね横這いで推移します。また、繰入金については、財政調整基金、減債基金、公共 
施設整備基金の残高見込合計が４億２４０万５千円で本市の財政規模から考えると極めて低 
い積立残高であり、これ以上の基金繰入は困難であることから皆無としています。 
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    自主財源全体では、繰入金の影響で平成２５年度に５０億６,８２１万６千円となり、平成 
２１年度当初予算と比較して７億９,８３３万１千円（１３.６％）の減となります。 
 依存財源では、地方譲与税等については原資となる都道府県税が景気悪化による消費の落 
ち込みなどにより減収すると考えられることから１,３６７万５千円（２．０％）の減、地方 
交付税は地方譲与税等の減収分を補てんする形で３,００３万８千円（０．５％）の増、また 
地方特例交付金については、国の制度を現時点で予測することが困難なため概ね同額で推移 
します。一方、国庫支出金、都道府県支出金、地方債は投資的事業の影響を受け増加で推移 
し、歳入全体では６億２,７４２万８千円（３．４％）の増になります。 
 

   ③ 歳出の見通し 
     義務的経費のうち人件費については、平成２１年４月１日現在の職員数（３９７人）が今 

後５年間増減が無いものと仮定して試算しており、給与（給料、諸手当等）は同額推移しま 
すが、退職者に伴う退職手当負担金の増により１億５,３９３万３千円（４．５％）の増額に 
なります。また、扶助費については近年社会保障関係費が増加しており、それを考慮して 
過去３年間の平均値で試算した結果２億３,１４５万５千円（４．７％）、公債費については 
投資的経費の増加により９,５５０万６千円（４．０％）と、それぞれ増加します。 
投資的経費増加の要因としては、「①試算の留意事項」で述べたように、「事業要求をすべて 
実施した場合」を試算基礎としているため１４億５,１８０万円（７２．６％）の増加になっ 
ています。 
その他の経費については、投資的経費と同じ試算基礎としたため物件費が１億１,９７２万３ 
千円（７．４％）、扶助費増加の影響による特別会計等への繰出金が４億５,７９６万９千円 
（２６．８％）増となったほか、今度、さらなる社会保障費の増加に対応するための費用と 
して「社会保障費等対応費」を新設、平成２２年度から平成２５年度までの間７億円を試算、 
計上しています。 
一方、補助費については平成２４年度までに糸満市・豊見城清掃施設組合ごみ処理施設に係 
る地方債償還が終了、同組合に対する補助金が減となり３億６,２６９万５千円（２１．７％） 
の減額になります。 
その他、積立金については決算剰余金は無いものとして皆無で、また維持補修費、貸付金、 
投資・出資金は同額で推移するものと試算した結果、歳出全体では２０億３,０３３万円（１ 
１．１％）の増になります。 
 

   ④ 収支の見通し 
     歳入・歳出試算の結果、各年度において多額の収支不足が生じ、平成２２年度から平成２ 

５年度までの４年間で収支改善を特段講じないまま推移した場合、累積赤字である収支不足 
合計額は５４億７９０万８千円となり、これは本市の単年度自主財源（Ｈ２１年度～Ｈ２５ 
年度の平均）額とほぼ同額になります。 
平成２１年度当初予算については、収入の不足分を基金取り崩しにより補てんすることで 
編成していますが、平成２２年度以降は基金残高の落ち込みや地方税をはじめとした自主財 
源、地方交付税を含めた依存税源の収入が大きく伸びない中で旺盛な行政需要をすべて満た 
すことは困難な状況にあります。 
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表３ 中期的歳入歳出の収支試算 
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（２）中期的財政見通しにおける財政指標分析 
   ① 経常収支比率 
     推計結果による経常収支比率の数値は、平成１６年度の１０２．８％を境に若干ながら減 

少傾向にありますが概ね９０％後半～１００％で推移すると見られ、これは、財政運営の硬 
直化が極限にまで進行し、本市の財政状況がまさに危険領域に達していると言えます。この 
ことは、市税等の自主財源がすべて人件費、扶助費、公債費といった経常的経費の財源とし 
て消費され、投資的経費などは賄えないことを示しています。また平成２５年度には１０１． 
２％まで上昇し、自主財源だけでは経常的経費を賄うことは不可能となります。 

 
表４－１ 中期財政見通しにおける経常収支比率の推移 

（千円）

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

　経常充当一般財源　Ａ 10,452,271 11,091,608 10,973,537 11,080,324 11,216,521

　人件費（一般財源） 3,149,309 3,219,552 3,172,232 3,230,068 3,235,325

　扶助費（一般財源） 1,548,534 1,565,705 1,581,418 1,598,073 1,615,728

　公債費（一般財源） 2,355,251 2,342,675 2,270,967 2,350,661 2,460,029

　その他（一般財源） 3,399,177 3,963,676 3,948,920 3,901,522 3,905,439

　経常一般財源　Ｂ 11,217,471 11,172,279 11,257,274 11,173,751 11,084,401

　経常収支比率　Ａ／Ｂ 93.2% 99.3% 97.5% 99.2% 101.2%
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表４－２ 中期財政見通しにおける経常収支比率の推移 

（千円）

H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

　経常収支比率 93.2% 99.3% 97.5% 99.2% 101.2%

　人件費（一般財源） 30.1% 29.0% 28.9% 29.2% 28.8%

　扶助費（一般財源） 14.8% 14.1% 14.4% 14.4% 14.4%

　公債費（一般財源） 22.5% 21.1% 20.7% 21.2% 21.9%

 
 
表４－３ 中期財政見通しにおける経常収支比率の推移 
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   ② 公債費比率と起債制限比率 
     公債費比率は、平成１８年度以降、投資的事業が抑制されたことにより年度を追って減少 

する傾向にあります。 
     第５次糸満市行政改革大綱の数値目標である公債費比率１８％以下も平成２０年度には達 

成していますが、県内他市と比較すると依然として高い数値になっており更なる改善に取り 
組む必要があります。 
 起債制限比率は、平成１８年度の１４．３％から、地方債の新規発行を抑えることにより、 
漸次減少していきます。 
 健全な財政運営を図るには既往債の繰上償還を実施する必要がありますが、今後収支不足 
が予想される現状ではこのような措置は困難であり、今後とも引き続き投資的事業の抑制、 
地方債発行の制限が不可欠です。 
また、地方債発行についても借り入れ後の元利償還金が地方交付税に算定されるものを選択 
するなど、十分な検討を行ったうえで借り入れる必要があります。 
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表５－１ 中期財政見通しにおける公債費比率及び起債制限比率の推移 
（千円）

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

公債費比率 17.1% 15.6% 14.9% 13.7% 14.3% 15.2%

起債制限比率（３か年平均） 13.1% 12.3% 11.2% 10.0% 9.4% 9.4%

市債残高（末時点） 24,010,430 22,886,895 23,491,178 24,386,430 25,520,723 25,144,824

標準財政規模（減税補てん
債・臨財債加算後）

10,904,420 11,007,558 11,015,994 10,946,241 10,863,920 10,781,753
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表５－２ １１市の公債費比率の比較（平成２０年度決算） 
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３）基金管理計画と公債費適正化に向けた対応 
（１）財政調整基金、公共施設整備基金及び減債基金の管理計画 
   中期的財政見通しの推計結果から計画的財政運営の必要性は明らかですが、今後適切な財源 
措置を図り、将来に向けた財政健全化を推進するためには、歳入の確保と歳出の圧縮に加え、 
基金運用の適正な管理計画を立てる必要があります。特に財政調整基金、公共施設整備基金及 
び減債基金（以下「財政調整基金等」という。）については、無秩序な運用を控え適正に活用 
しなければならず、計画策定は的確な運用を目指すことに繋がります。 

    財政調整基金等は、平成２１年度当初予算時点で残高が４億２４０万５千円となっており、 
現在の財政事情から、これ以上の基金取り崩しは極めて困難です。 
財政調整基金、減債基金の積み立てについては、毎年度、歳入総額から歳出総額を差し引い 
た剰余金を想定しています。しかし、大幅な歳入不足が見込まれる現状では当分の間剰余金の 
発生はないものと考えており、当基金への積み立ては行えません。 
公共施設整備基金は、本市土地開発公社の埋立事業に係る特別負担金などを積み立てますが、 
すでに埋立事業は、ほぼ完了しており公社からの負担金を積み立てることは困難です。 
 基金管理については、非常に厳しい状況ではありますが極力現在の基金残高を維持しつつ、 
財政健全化策の推進により収支差のアンバランスを早期に解消し、計画的な基金積立を実施で 
きるよう努めます 
 

表６ 財政調整基金、減債基金、公共施設整備基金の管理運用計画 
（千円）

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

　財政調整基金 91,265 153,477 153,476 153,476 153,476 153,476

　取り崩し 230,000 1

　積立 189,009

　余剰金 150,000

※平成２１年度の数値は、当初予算編成時のもの。

 
（千円）

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

　減債基金 100,722 50,722 722 722 722 722

　取り崩し 100,000 465,000

　積立 415,000

　余剰金 50,000

※平成２１年度の数値は、当初予算編成時のもの。

 
（千円）

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

　公共施設整備基金 977,703 198,206 198,206 198,206 198,206 198,206

　取り崩し 834,442 845,711

　積立 54,945 26,301

　余剰金

※平成２１年度の数値は、当初予算編成時のもの。
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（２）公債費適正化に向けた対応 
    本市の公債費比率は、平成１７年度・１８年度の１８．７％をピークに減少傾向にあり、平 

成２０年度には第５次糸満市行政改革大綱の数値目標である１８％以下になっています。しか 
しながら中期財政見通しでは平成２３年度を境に上昇に転じる見通しとなっており、引き続き 
公債費適正化に向け、新発債発行を伴う投資的事業の抑制など対策を講ずる必要があります。 

 

Ⅱ．行政改革推進と財政健全化に向けた対応 
１）行政改革と財政健全化に向けて 
（１）収支見通しと持続可能な財政運営 
    平成２２年度から平成２５年度までの収支見通しについては、先に示したとおり特段の対策 

も講じないまま推移した場合、累積赤字は５４億７９０万８千円に達し本市の財政運営維持が 
危機的状況にあることは明らかです。 
そのため「将来にわたり持続可能な財政運営」という行政目的を達成するため、目標の設定、 
具体的な対応策の構築が必要です。 

 
（２）財政健全化への数値目標（糸満市行政大綱・実施計画における数値目標） 
   当実施計画は、平成１８年度から平成２２年度までの５か年間を目途に、計画的に実施する 
ものであります。また、計画策定後に状況の変化等により項目の追加・変更等の必要性が生じ 
たときは、毎年度適宜修正を加えて改革推進を図っています。 

    主な数値目標は、次のとおりです。 
   ①定数職員の削減  ５０１名 → ４５２名 △９．８％（平成１８年度～平成２２年度） 
   ②経常収支比率の抑制  ８５％以下を目標       （平成１８年度～平成２２年度） 
   ③公債費比率の抑制   １８％以下を目標       （平成１８年度～平成２２年度） 
   ④市税等の収納率向上  ９０％以上を目標       （平成１８年度～平成２２年度） 
   ⑤公共工事コストの縮減 １０％程度縮減を目標     （平成１８年度～平成２２年度） 
   財政運営の健全化に向けた目標値のうち「②経常収支比率の抑制」については、（２）中期 
的財政見通しにおける財政指標分析でも述べたように、目標達成のためには非常に厳しい状況 
にあります。今後、事業の取捨選択を徹底して行い、場合によっては実施期間の延長も含めて 
持続的に適切な措置を図りながら財政状況の改善に努めることが重要です。 

 
２）行政改革推進による財政健全化方策 
（１）財政健全化方策について 
   前回の財政計画（平成２０年度～平成２４年度）は、第５次糸満市行政改革大綱実施計画を 
「財政健全化方策」と位置付けると同時に、糸満市集中改革プランに掲げる各行革項目を実施 
することにより、将来に渡る持続可能な財政運営に向けた計画として定めています。 

   行革大綱実施計画は行政改革の基本的な方向を示した改革大綱を指針として、また集中改革 
プランは行政改革の具体的内容を定めたものとして策定しており、財政健全化策を策定する場 
合、これら計画等と整合性を保ちながら各年度における収支差のアンバランスを解消していく 
ことが必要です。しかし、第５次行政改革大綱実施計画は平成２２年度まで、集中改革プラン 
は平成２１年度までの計画目標となっているため、平成２２年度以降新たな目標設定が必要で 
あり、現在行政改革検討委員会等で議論検討を重ねています。今後、新たに設定された目標を 
指針として財政運営の健全性を確保していきます。 
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 （２）新たな目標設定に向けた検討事項 
  ① 経費の合理化 
   ア 事務事業における終期の設定 
      義務的・経常的な事務事業を除き、すべての事務事業について終期設定を行う。 
   イ 各種事業の見直し 
      自己点検・自己評価による事業の縮小、統合、廃止、変更等不断の見直しを実施する。 
   ウ 経費の節減合理化と予算の厳正な執行 
      すべての経費について毎年度厳しく洗い直しを行い、経費節減に努める。 
   エ 広報入り市民配布用封筒の活用 
      広報を登載した市民配布用封筒の寄贈を受け、印刷製本費の節減を図る。 
   オ 職員被服貸与制度の見直し 
      各種被服の必要性を検討し、種類・貸与期間等の見直しを図り経費節減を図る。 
   カ 諸行事の見直し 
      市民の要望に添った形で順次統廃合や運営方法等に見直しを加える。 
   キ 民間委託の計画的推進 
      民間委託指針に基づき委託が適当な事務事業は計画的に推進する。 
   ク 公の施設の管理運営の見直し 
      公の施設の安定的・効率的な管理運営及び市民サービスの向上の推進を図る。 
   ケ ＰＦＩ制度の活用について検討 
      公共施設整備にあたっては、民間資本を主体とした整備手法の活用を検討する。 
 
  ② 歳入の確保 
   ア 使用料・手数料等の適正化 
      必要経費や類似施設及び他市町村の状況等を踏まえ定期的に見直しを行い、受益者負担 

の適正化を図る。 
   イ 市有地の適正管理 
      資産・債務改革の方向性と具体的な施策を策定する。 
   ウ 行政資料等の有料化 
      市勢要覧その他行政資料の一部有料化を行う。 
   エ 新たな財源の確保に関する検討 
 
  ③ 税収入に関する適正化 
   ア 課税客体の的確な把握と適正な課税 
      納税者の公平性を図り、適正な課税客体の把握と安定した財源確保を図る。 
   イ 収入未済対策（徴収強化等の検討） 
      徴収強化として臨戸訪問や口座振替納付の奨励等を行い、一層の収納率向上に努める。 
   ウ 法定外目的課税等の調査・研究 
      法定外目的税を含め、新たな財源の調査・研究を行う。 
   エ 各種税率の見直し 
      市民へのバランスのとれた税負担を考慮し適正な税率を設定するよう見直しを検討する。 
   オ 休日等の納税相談及び窓口納付 
      休日等の納税相談及び窓口納付を実施し、納税の機会の拡大を図る。 
 
  ④ 補助金等の整理合理化 
   ア 各種団体の自立的な運営の促進 
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      市が行う範囲のあり方等を点検・見直しし、各種団体の自立的な運営の促進を図る。 
   イ 補助金の見直し 
      その使途・効果を十分検討し所期の目的を達成したと認められるもの及び補助金以外の 

繰越金を出している団体等に対するものについては、削減又は廃止を検討し計画的抑制 
を図る。 

   ウ 負担金の見直し 
      各種協議会、連絡会議等に対する負担金支出の見直しを図る。 
       (1) 加盟の必要性、負担割合の妥当性を点検・見直し、その削減を図る。 
       (2) 出席者負担金の必要性、出席人数の妥当性を見直し、その削減を図る。 
   エ 補助金検討委員会の設置 
      公平・中立の立場から市民による検討委員会を設置し、定期的に検討を行う。 
   オ 外郭団体等の経営改善及びその在り方の検討 
      団体の目的の達成や法令等の改正を踏まえ、その在り方について廃止を含め検討する。 
   カ 一部事務組合等への負担金・補助金の精査 
      一部事務組合、外郭団体等への負担金・補助金については、事前調整を一層密にして負 

担額・補助額の精査に努める。 
   キ 既存組織の運営の見直し 
      広域行政の運営については、その内容を精査し、分担金の縮減に努める。 
  ⑤ 組織・機構と定員適正化 
   ア 効率的・効果的な組織体制の推進 

総合的・機能的に展開できるよう常時組織を点検し、効果的・効率的な組織体制の見直 
しに努める。 

   イ プロジェクトチーム等の弾力的活用 
      新たな行政課題への対応や総合行政を推進していくための横断的な組織として、プロジ 

ェクトチーム等の弾力的活用を図る。 
   ウ プロジェクトチームへの参加に職員公募制の実施 
      客観的視点や積極的に活用したい職員の意欲に応え、チームの活性化を図るため、職員 

の公募制を導入する。 
   エ 係等制度の見直し 
      行政課題に機動的に対応するとともに事務執行の効率化を図るため、係制の廃止やグル 

ープ制及び担当制の導入について検討する。 
オ 定員適正化計画の策定見直し 
   国が定める地方公務員の定員関係の基準等の見直しや、事務事業の仕分けによる公共サ 

ービス改革の取組みについて、適切に反映するなどを通じて職員数の一層の純減を図る。 
カ 嘱託職員・臨時職員等の積極的な活用 
   行政責任の確保やサービス水準の維持に留意しながら積極的な活用を図る。 
キ 用務員及び補助的業務のパート化の検討 
   必要な時に必要な業務が遂行できるパートの職員を配置し、業務の効率化を図る。 
ク 任期付採用職員の活用 
   公務職場では得られない人材の確保、行政の効率化等が期待されることから、その必要 

性を精査するとともに条例化を検討する（Ｈ21年度条例化）。 
 
  ⑥ 幼保連携等関連 
   ア 幼保一元化システムの検討 
      就学前児童の保育と教育機能連携を図り、一元化導入について国の動向と併せ検討する。 
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   イ 近接する保育所・幼稚園の統廃合の検討 
      児童生徒の減少に伴い、近接する保育所、幼稚園の統廃合について検討する。 
   ウ 保育所の民営化 
      民間保育園と公立保育所との役割分担を明確にし民間活力の導入を図り、公立保育所の 

民営化を実施する。 
エ 幼稚園の民営化（認定園の検討等） 
オ 複合施設等による幼保連携の検討 

 
 

Ⅲ．今後の財政運営の健全性確保に向けて 
   財政計画に沿って今後の財政運営の健全性確保を推進するためには、その効果的進行管理を行 
うことが重要です。 
 上記に掲げた方策は、現在行政改革検討委員会等において盛んに議論・検討されており、今後 
それら方策を点検し、着実かつ確実に実行することで多額の収支不足の解消に繋がり将来におい 
て自主的・自立的な財政運営に取り組むことができます。そのためには、職員一人一人が市財政 
の抱える諸問題を正しく理解し、厳しい財政状況を認識する必要があります。また、財政健全化 
のための方策を常に意識しながら、業務を遂行することにより効率的な財政運営が可能となりま 
す。 
 行政は、公金という市民負担に基づいて市民の負託に応えていくものであり、市民が望む行政 
サービスを提供するためには、受益に応じた負担の適正化が必要です。個々の事業ごとにそのコ 
ストを明確にし、サービス水準、市民負担についても検討する必要があります。 
今回の計画の見直しにあたっては、中長期的な財政収支の均衡と市民ニーズに即した行政需要へ 
の対応を目標に掲げ、より一層強力に取り組んでいかなければならないと考えています。 
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